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概 要
日本国内における現金を除く決済ビジネスはクレジットカード、代金引換決済、コンビニ決済と
いう手段で約 70 兆円の全体市場の内、9 割市場を占めている。（直接支払いである銀行等の口座振
替は除く）特にクレジットカードのシェアは高く、決済の金額として約 53 兆円で、現金を除く決
済シェアの大半を占め、電子決済＝クレジットカードという図式が昔から浸透してきた。しかし、
21 世紀に入ると巨大な顧客基盤を持つ大企業が収益拡大と利益確保を目的に参入し、「Suica」「WAON」
「nanaco」をはじめとする前払い式電子マネーやキャリア決済等の新しい決済サービスが次々登場
している。そうした異業種の大企業同士が覇権を争っているのが現在の決済市場（本研究において
はオンクレジット決済市場と呼ぶ）である。このオンクレジット決済市場に異業種から参入した大
企業の戦略を分析し、企業が生き残る為の戦略について提言を行うことが本論文の目的である。
第 1 章から第 5 章までの前半部分においては、収集した一次情報や二次情報を元にオンクレジッ
ト決済市場や決済の差別化要素としてセットで提供されることの多いポイントサービスの動向に
ついて分析を行い、第 6 章以降で、経営学理論的な見地からオンクレジット決済市場を検証すると
共に、本市場で生き残る為の戦略について述べる。決済ビジネスは加盟店と消費者を媒介するタイ
プのプラットフォームビジネスなので、オンクレジット決済サービスもビジネス生態系でスタンダ
ードを握ることで大きな優位性が獲得できるという前提で事業展開を行う事業者が多いようであ
る。しかし、オンクレジット決済サービスに関してはどれか一つのプラットフォームが圧倒的なス
タンダードになるのではなく、プラットフォームが多数乱戦になりつつある。本稿の分析を通じて
この多数乱戦状態がいずれかのプラットフォームに収斂するのではなく、多数乱戦の状態が継続す
る可能性が高いことが分かった。その上で共通ポイントサービスが決済ビジネスにおける差別化要
素になりうるのかをオンクレジット決済事業者、加盟店、一般消費者の 3 者によるベネフィットの
観点から再検証した結果、共通ポイントサービスが競争優位の源泉にはならないことが判明した。
その検証結果を受け、最後に決済サービスが本来持つ利便性に改めて着目し、現金決済を使う消費
者をオンクレジット決済サービスに誘導する戦略に優先的に取り組むべきである事を述べる。
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4第1章 はじめに
“内閣府によると 2012 年の日本国内における家計最終消費支出は約 290 兆円に
上るが、その多くは現金や銀行口座支払いによって決済されている。”（「キャッシ
ュレス革命 2020」研究会, 2014, p.27）非現金系の電子決済市場は 60 兆円弱の市場
規模があるが、そのうち約 9 割に当たる 53.2 兆円をクレジットカードが占め、電
子決済＝クレジットカードという図式が昔から浸透してきた。しかし、21 世紀に
入り、多くの企業、特に大企業が決済ビジネスに参入している例が顕著になって
いる。例えば駅の自動改札化に合わせて電子マネー「Suica」を発行した JR 東日
本をはじめとする JR 各社、「WAON」や「nanaco」といった前払い式電子マネーを
導入した大手小売事業者イオンやセブン＆アイ、通信業界から参入した NTT ドコ
モ（「ドコモ ケータイ払い」「iD」）、au（「au Wallet」）、IT 業界から参入した楽天
（「楽天 ID 決済」「楽天 Edy」）、LINE（「LINE Pay」）等である。新しい決済サービ
スは利用にあたってクレジットカードが必須かユーザーの任意かといった多少の
差異はあるものの、いずれの決済サービスもクレジットカードのプラットフォー
ム上で展開され、巨大な顧客基盤を持つ大企業が収益の拡大と利益確保を狙って
参入している。こうした異業種の大企業同士が覇権を争っているのが現在の電子
決済市場である。
本研究では、クレジットカードが今後も電子決済業界の根本的なプラットフォ
ームである点は変わらないとした上で、クレジットカードのプラットフォーム上
の決済市場をオンクレジット決済市場と名付け、この市場に異業種から参入した
大企業の戦略を分析すると共に参入企業が取るべき戦略について考察する事を目
的とする。また、決済だけではなく、決済とセットで提供されることの多いポイ
ントサービスについても同様に分析を行う。
本研究論文の構成であるが、まず第 2 章では、決済自体の定義を行うと共に、
国内の決済市場の最近の動向と予測、及び一般消費者の決済サービスの利用動向
について述べ、決済市場の状況把握を行う。続いて第 3 章では、決済事業者の分
類基準を考察し、本研究の対象市場であるオンクレジット決済市場を規定して、
その概況を述べる。オンクレジット決済市場とは、前述したとおり完全にではな
いにせよクレジットカードのプラットフォーム上で展開されている決済サービス
の市場を指す。そして、このオンクレジット決済市場に参入している企業の多く
が異業種から参入した大企業であることを示す。第 4 章では、第 3 章で規定した
オンクレジット決済市場に異業種から参入している大企業の戦略について分析す
る。ここではオンクレジット決済ビジネスの収益モデルを考察すると共に、各企
業の本業と決済を含む事業の業績を比較し、企業内における決済事業の位置づけ
と戦略について企業毎に分析を行う。第 5 章では、決済とセットで提供される事
の多いポイントサービスについて、その本来の目的と市場動向について分析する。
特に最近オンクレジット決済事業者が相次いで参入している共通ポイントサービ
スについて、ポイントサービス事業者、加盟店、一般消費者の３者の視点から考
察を行う。特に加盟店に関しては、従来の自社単独ポイントサービスと共通ポイ
ントサービスでは導入の目的や位置づけが大きく異なる点について述べる。第 6
5章では元来ポイントサービスの目的であった“ロックイン（囲い込み）”の理論的
な見地から決済ビジネスの状況について分析し、オンクレジット決済市場におけ
る今後の仮説シナリオを構築する。従来、決済ビジネスは消費者と加盟店をつな
ぐプラットフォームビジネスの観点から語られる事が多かった。プラットフォー
ムビジネスの市場は顧客や補完事業者である加盟店を大量に獲得することでネッ
トワーク効果が発揮され、ビッグプレイヤーが独り勝ちしやすいと言われている。
しかし、オンクレジット決済市場はビッグプレイヤーが独り勝ちをするのでなく、
参入した異業種の大企業がそれぞれ小さいシェアの獲得に留まり、多数の企業に
よる乱戦状態であることを指摘する。第 7 章では、オンクレジット決済市場をマ
ーティン・リーブスの戦略パレットのフレームワークを用いて分析し、オンクレ
ジット決済市場がクラシカル型の市場であることを明らかにする。また、マイケ
ル・ポーターの 5Force のフレームワークを用いてオンクレジット決済市場の業界
分析を行い、業界内の競争の激しさや買い手である一般消費者の交渉力が非常に
強い点、海外事業者などの新規参入と後払いサービス等の代替品の脅威にさらさ
れており、成長市場ではあるものの、非常に競争環境の厳しい市場である事を指
摘する。特に海外事業者については、Amazon や Apple、Google 等のグローバルな
大企業がここ数年で国内の決済市場に参入を果たしており、その新規参入の脅威
について述べる。第 8 章では、異業種から参入した企業の戦略について考察する。
前章で業界内の競争が激しい多数乱戦状態にあることが判明した事に基づき、マ
イケル・ポーターの多数乱戦業界に対処する方法について、制圧する方法と利益
獲得重視で対処する方法の 2 つの理論から検証し、オンクレジット決済市場の競
争戦略について分析する。最後の第 9 章では、オンクレジット決済市場における
競争戦略について、共通ポイントサービスがオンクレジット決済事業者にとって、
競争優位になりうるのかという点を改めて検証する。決済事業者、加盟店、一般
消費者の 3 者の視点で共通ポイントサービスのベネフィットを検証し、加盟店数
が増加することで 3 者のベネフィットにどういった変化が生まれるのかを分析す
る。その分析結果に基づき、共通ポイントサービスの標準化の可能性について述
べると共に、オンクレジット決済事業者の取るべき戦略について共通ポイントサ
ービスに注力すべきか、本来の決済サービスの機能自体に注力すべきかを含めて
最終的な結論を述べる。
本論文は第 1 章から第 5 章までが一次情報や二次情報による市場の状況分析、
第 6 章以降が経営学の理論的な見地からの分析と提言という構成になっている。
決済ビジネスは製造業や小売業等のビジネスと比較すると、プレイヤーの関係性
が複雑であり、理解するのにやや苦慮するかもしれない。その為、決済ビジネス
の状況についてなるべく多くのページ数を割いている。前半部分を詳細に書くこ
とで、後半の理論的な見地からの分析が理解しやすいのではないかと考えている。
6第2章 決済の定義と国内の決済市場の動向
決済に関する定義第1節
本研究で取り扱う「決済」とは「「取引」を行うと、おかねや品物等を支払った
り引き渡したりする義務（相手側からみれば受け取る権利）が生じる（これらを
債権・債務と呼ぶ）。決済とは、一般的には、これら債権・債務のうちおかねに関
するものについて、実際におかねの受渡しをして債権・債務を解消すること」と
定義する。ここで述べている「おかね」とは、実際の紙幣や硬貨の他、クレジッ
トカードや電子マネーも含まれており、電子的なデータをやり取りすることも対
象と含まれていることから、本研究では「決済」を「商品の対価として、おかね
（硬貨やお札だけでなく、電子マネー等も含む）を支払うことにより「取引」を
完了する行為」と定義する。
また、この決済をビジネスとして取り扱う事業者を同じく日本銀行の HP に記載
されている「遠隔等の理由によって直接受け渡しできない販売者と購入者の間に
入り、お金の受け渡しを代行する事業者」とし、決済事業者と呼ぶ。特に IT 技術
の発展によって EC 等オンラインでの取引が盛んになってきた昨今では、売り手と
買い手が遠く離れているケースが多く、現金を直接受け渡すことが困難であり、
両者をつなぐ決済事業者の重要性が増している。
決済と組み合わせて提供されることの多いポイントサービスについても本研究
内では研究の対象とするが、本研究ではポイントサービスを「取引の景品として
付与されるもの」とする。ポイントサービスの中では現金等で購入できる前払い
式のおかねを「ポイント」と呼称するケースがあるが、こういった現金で購入可
能なポイントサービスについては、前払い式支払い手段の電子マネーに分類し、
あくまで取引を行った結果、企業から景品として付与され、今後の取引に値引き
として使用可能なものに限定する。
最近 Bitcoin に代表されるいわゆる仮想通貨であるが、本研究では“国家の通
貨当局が保証した法定通貨に対して、国家の価値の保証を持たない通貨”（宿輪純
一, 2015, p.60）と定義する。
国内決済市場の動向第2節
本研究の対象となる国内決済市場であるが、現金決済と非現金決済を併せて 170
兆円程度と推計されている。現金決済と非現金決済で比較すると、現金決済が約
110 兆円（口座振替除く）と最も多く、大半は現金によるものであり、日本におい
ては店頭での現金による商品との交換が一般的であることがわかる。一方、非現
金決済（電子決済）の市場規模は約 60 兆円であるが、ほぼクレジットカードの市
場となっており、電子マネーやキャリア決済といったクレジットカード以外の電
子決済はまだ取扱規模が大きくないことがわかる。(図 2-1 参照)
 日本銀行 HP より一部修正
7非現金決済市場に特化してみてみると、2016 年現在で約 63 兆円の市場規模が、
2020 年には約 87 兆円にまで拡大すると予測されている。大半を占めるクレジット
カードの市場規模も約 53 兆円から 70 兆円程度まで拡大する見込みであるが、電
子マネーが 2020 年までに倍増する等クレジットカードの伸びを上回るスピードで
非クレジットカードの電子決済の市場規模が今後大きく成長すると予測されてお
り、様々な企業の注目を集めている市場である。（図 2-2 参照）
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8図 2-2
9消費者の決済サービスの利用状況第3節
次に消費者の決済サービスの利用状況について分析する。一般消費者に対して自主
アンケート調査を実施したところ、163 名の方から回答を得ることができた。その調
査結果に基づいて一般消費者の決済サービスの利用状況について分析を行う。
まず、リアル店舗での決済手段として普段よく利用するものとしては、クレジット
カードが圧倒的に多い結果となった。次に多かったのが Suica や nanaco といった前
払い式の電子マネーで、特に Suica に関しては回答者の内、過半数が普段よく利用す
ると回答しており、通勤等で持っている消費者が非常に多いことが要因と考えられる。
（図 2-3 参照）
リアル店舗において普段よく使う決済手段を選択した理由としては、「決済が簡単
に完了する」と「使える店舗が多いから」「普段使い慣れているから」という利便性に
関する回答が最も多かった。その一方で、「商品購入時に付与されるポイントを貯めた
いから」という特典を目的とした利用は少なく、消費者の選択としては、お得感より
も利便性を重視している様子が窺える。（図 2-4 参照）
図 2-3
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続いてネットションピングで普段よく利用する決済手段に関しては、こちらもクレ
ジットカードがもっとも多い結果となった。リアル店舗においても回答者が最も多か
ったが、ネットショッピングにおいては更に回答数が増え、ほぼ全員がクレジットカ
ードを利用している事がわかった。それ以外の決済では、コンビニ決済やキャリア決
済といった決済手段が多かったが、リアル店舗で 2、3 番目に多かった SUICA や
nanaco といった前払い式の電子マネーについては回答数が非常に少なく、リアル店
舗とネットショッピングにおいてクレジットカードの除く決済手段に大きな違いがあ
ることが見受けられた。（図 2-5 参照）
ネットショッピングでの決済手段の選択理由については、リアル店舗と同じく「決
済が簡単に完了するから」が最も多く、次に多かったのが「普段使い慣れているから」
でリアル店舗では 2 番目に回答が多かった「使える店舗が多いから」を上回り、利便
性をより重視している傾向が見受けられた。その一方で、「商品購入時に付与されるポ
イントを貯めたいから」といったお得感や「セキュリティが安心だから」といった安
心感を選んだ回答者は少なく、リアル店舗での買い物と同じく、利便性を優先してい
る傾向が見られた。（図 2-6 参照）
以上のアンケート調査の結果から、一般消費者のクレジットカード利用の高さは第
2 節の決済市場の売上構成比から見ても予測されたが、それ以外の決済手段としては、
リアル店舗においては前払い式電子マネー、ネットショッピングに関してはキャリア
決済やコンビニ決済など、ショッピングのシーンによって使い分けを行っている様子
が見受けられた。また、また、それぞれの決済手段の選択理由としてはポイント等の
顧客還元よりも決済そのものの利便性を重視する様子が見られ、一般消費者の決済手
図 2-5
図 2-6
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段の選択する際には、利便性を優先していることが判明した。
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第3章 決済事業者の分類と対象市場の設定
本章では決済市場に参入する事業者を経営学のフレームワークを用いて分析す
るとともに、各決済サービスを消費者がお金を支払うタイミングにて分類する。
その上で、分類した決済サービスの中から本研究の対象となる市場を設定する。
決済ビジネスの価値連鎖第1節
決済ビジネスについてマイケル・ポーターの価値連鎖のフレームワークを用い
て分析する。決済サービスの補完事業者である加盟店（ここでは通販事業者を想
定）が最終消費者に商品を提供するまでのプロセスは分解すると、5 つの活動に分
けられる。（図 3-1 参照）それぞれ、「仕入れ」「在庫管理」「集客」「販売」「アフ
ターサポート」の 5 つであるが、このうち決済事業者が担う活動は「販売」であ
り、この活動を加盟店に代わって実行している。「販売」の活動はさらに「与信」
「決済認証」「請求」の３つに分解される。「与信」とは消費者が商品代金を支払
うことが可能かを審査する活動であり、「決済認証」は暗証番号等にて消費者の認
証を得る活動、「請求」は商品を購入した消費者に代金の支払いを求める活動を指
す。また、付属サービスとしてポイントサービスを提供する決済事業者は３つの
活動にプラスして、「ポイントの付与・利用」も追加される。「ポイントの付与」
とは購入した金額の一部を消費者にポイントとして還元する活動であり、「ポイン
トの利用」は貯まったポイントを次回以降の商品購入時に値引き原資として利用
可能にすることである。ただし、ポイントの利用方法については値引きの他、商
品との交換など運用する事業者によって顧客への還元方法は異なる。
国内事業者の決済サービスの分類第2節
図 3-1
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現在提供されている国内事業者の決済サービスを購入者が代金を支払うタイミ
ングという観点で分類する。ここで言う購入者が代金を支払うタイミングとは、
購入者のお金が支払われるタイミングが前節の価値連鎖で言うところの「決済認
証」のタイミングと比較して、前か後か即時かで分類している。ちなみに EC サイ
トで「決済認証」後、商品受取前に支払う俗に「前払い」と言われる決済手段に
ついては、「決済認証」よりも後に代金が支払われることから、本研究においては
後払いに分類する。「決済認証」のタイミングより前の「前払い」には、ブランド
プリペイドカードや Suica 等の電子マネーが該当する。これは商品を購入する前
に現金をカード等に入金（チャージ）する必要がある事から「前払い」に分類し
ている。次に「決済認証」のタイミングより後の「後払い」であるが、こちらは
支払い方法によってさらに２つに分類可能である。一つは銀行口座からお金を引
き落とす「口座振替」、もう一つは金融機関等に現金で支払う「現金払い」である。
前者にはクレジットカードや通信会社の提供するキャリア決済、クレジットカー
ドの機能を一部代行するクレジットカード代行決済が該当し、後者は商品受取時
に代金を支払う代金引換決済や銀行振込、コンビニ決済が該当する。また、一定
期間の利用代金をまとめて請求する現金後払いもこちらに該当する。最後に「即
時払い」であるが、こちらは「決済認証」と同時に登録した口座からお金が引き
落とされるデビットカードやペイジーが該当する。現状、国内の決済サービスは
以上の 10 カテゴリにて分類可能である。また、ビットコインに代表される仮想通
貨については、仮想通貨が通貨的な価値を持ち、現金（例えば日本円）を仮想通
貨に変換した段階では通貨的価値は変わらないものとみなし、事前に入金が必要
な「前払い」ではなく、「即時払い」に分類する。
オンクレジット決済市場の概況第3節
これまでクレジットカードを除く電子決済市場はあまり明確に分類をされて語
図 3-2
14
図 3-3
られることが少なかったが、前節で分類した 10 カテゴリの決済サービスをクレジ
ットカードとの関係性という視点でさらに分類したのが次の図 3-3 である。クレ
ジットカードとの関連性をクレジットカードの利用が必須のもの、クレジットカ
ードがユーザーの任意で利用されるもの、クレジットカードが利用されないもの
の 3 つの軸に分け、それぞれ前節の分類軸と併せて分類した。これを見ると「前
払い」に関してはクレジットカードの利用がユーザー任意の電子マネーとクレジ
ットカードを利用しないブランドプリペイドカードに分かれる。次に「後払い」
については、「口座振替」のクレジットカード代行決済とキャリア決済がクレジッ
トの利用が必須、もしくはユーザー任意であるのに対し、「現金払い」の個別払い
と現金後払いはクレジットカード非利用となっている。最後に「即時払い」に関
しては、全てクレジットカード非利用になる。本研究ではこのクレジットカード
との関連性が必須、もしくはユーザー任意に該当する電子マネー、キャリア決済、
クレジットカード代行決済の 3 つの決済カテゴリをオンクレジット決済市場と名
付けることとする。なお、「ブランドプリペイドカード」については、一部クレジ
ットカードからの入金も可能であるが、主目的がクレジットカード非保有者に対
して、クレジットカードブランド加盟店での決済を可能にするサービスであるこ
とから、クレジットカード非利用に分類した。オンクレジット決済市場の市場規
模は現状 3 兆円程度と推測される。プラットフォームとなるクレジットカードの
取扱高と比較すると市場規模はまだまだ小さい市場であるが、前章で述べた通り、
電子マネーを中心に急速に成長している市場であり、大企業からベンチャー企業
まで様々なプレイヤーが参入している非常に注目度の高い市場である。
15
図 4-1
第4章 対象企業の戦略
オンクレジット決済市場のプレイヤー第1節
オンクレジット決済市場の主なプレイヤーを売上規模の高い企業を中心に抽出する
と、図 4-1 の通りとなる。この図からは 2 つのことが見て取れる。まず、1 点目は多
くの決済事業者が実店舗と EC 等ネット店舗の双方で決済サービスを提供している点
である。これはリアル店舗、ネット店舗双方で自社の決済システムの活用を図り、収
益の最大化を図る決済事業者の意図が見て取れる。続いて 2 点目は、「Coiney」を除
く、全ての決済事業者が異業種からの参入であることである。しかも、それぞれの業
界の本業で、巨大な顧客基盤を持っている企業であることわかる。
異業種からの参入プレイヤー第2節
図 4-1 をさらに異業種からオンクレジット決済市場に参入した企業にフォーカ
スしたのが、図 4-2 である。本業の業界別にそれぞれの企業を挙げると、鉄道業
界は JR グループの代表として JR 東日本と関東の大手鉄道事業者で設立されたパ
スモ、流通業界はイオンとセブン＆アイの大手流通業者 2 社、通信業界では NTT
ドコモと KDDI、ソフトバンクの大手携帯電話会社 3 社、そして IT 業界は楽天と
LINE である。特徴的なのはこの 9 社の内、パスモを除く 8 社が前払い方式と後払
い方式（クレジットカードを含む）の両方の決済サービスを提供していることで
ある。消費者のニーズに合わせた決済サービスを複数提供し、幅広い顧客層を獲
得しようとする意図が見える。また、もう一つの特徴として、この内７社が決済
ビジネスに参入する以前、または同時期からクレジットカード事業に参入してい
ることが挙げられる。つまり、７社は決済ビジネスに関する知見を蓄積していた
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と考えられる。
図 4-2
決済事業と本業の比較第3節
私鉄各社の共同出資によるパスモを除いた 8 社の事業別売上高と営業利益率を
比較したものが図 4-3 である。この図を見ると、イオン、セブン＆アイ、KDDI、
楽天の 4 社で決済を含む事業が本業を上回る売上高利益率を達成している。この
企業の中でも特に競争の激しい流通業界では、本業の営業利益率が非常に低く、
決済を含む事業セグメントが会社のプロフィットセンターとしての役割を果たし
ていることが見える。また、JR 東日本や NTT ドコモ、KDDI、楽天といった企業は
本業の営業利益率に近い、もしくは本業よりも低い営業利益率となっているが、
競争環境は流通業界と比較するとそれ程厳しくはないものの、本業の属する市場
が飽和し、今後大きな成長が見込めないことから、新たな事業の柱として決済ビ
ジネスを含めた事業を成長のドライバーとしようとする意図が窺える。また、ソ
フトバンクと LINE については本業と同じ事業セグメントに分類されている為、決
済ビジネスの売上規模と営業利益率は不明であるが、本業とは異なる事業で収益
を伸ばし、経営の多角化を進めるという点では他の企業と共通であろう。
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図 4-3
オンクレジット決済市場の収益モデル第4節
前節で述べた通り、オンクレジット決済市場に参入した経緯はそれぞれの企業
によって異なるが、１つ共通した点として言えることは利益面での貢献が大きい
事である。図 4-4 はオンクレジット決済の収益モデルを図にしたものである。こ
の図では仮に加盟店手数料を 3.5％と設定し、その手数料収入をオンクレジット決
済事業者とクレジットカードのブランド事業者、アクアイアラ事業者、イシュア
事業者で分配した図を描いている。ここでは消費者が加盟店から 10,000 円の商品
を購入した場合を想定している。このケースの場合、オンクレジット決済事業者
は加盟店から 350 円を徴収し、アクアイアラ事業者に対し、250 円を支払い、100
円の手数料収入を得ている。一方、アクアイアラ事業者はイシュア事業者とブラ
ンド事業者に対してそれぞれ 160 円と 10 円の手数料を支払い、イシュアはブラン
ド事業者に 10 円の手数料を支払っている。日本国内でクレジットカードを自社発
行している企業の多くはイシュア事業者とアクアイアラ事業者を兼ねている為、
その手数料収入は 230 円になるが、これにプラスしてオンクレジット決済も手掛
けた場合、手数料収入は 330 円となり、手数料率が 1％増加する形になる。この手
数料収入を増やす事が各企業のオンクレジット決済市場参入に対する共通した狙
いであると言うことができる。次節からはオンクレジット決済市場に参入した経
緯とその戦略について、企業単位で分析する。
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図 4-4
参入企業の戦略第5節
鉄道事業者（JR 東日本、パスモ）第1項
JR 東日本の Suica を初めとした交通系電子マネーは元々、鉄道利用客の利便性
向上と鉄道事業の効率化をメインに開発されたサービスである。つまり、利用客
の切符を購入する手間の削減と、混雑の緩和、既存の磁気カード式自動改札機の
メンテナンスコストと駅員の人件費削減である。この目的は見事に実現し、Suica
の発行枚数は約 5,700 万枚を突破（2015 年 11 月末現在）、JR 東日本の根幹をなす
システムとして定着している。その為、JR 東日本が SUICA から撤退するというこ
とは非常に考えにくく、2016 年 2 月に Suica ポイントやルミネポイント等 JR グル
ープのポイントサービス共通化した「JRE ポイント」が導入されるなど、グループ
内の顧客の回遊、鉄道利用客を他の事業へ取り込む戦略の中核として位置付けて
いることが見て取れる。一方、PASMO は元々、首都圏の大手私営鉄道事業者 9 社に
よって会社が設立された（株式会社パスモ）IC カードサービスであり、私鉄・バ
スの公共交通の利便性向上、駅改札の運用効率向上を大きな目的としている。前
者はパスモのネットワークに加盟した鉄道、及びバス会社の利用が共通の IC カー
ドで利用できる事によって、利用客の利便性と利用率の向上を図るというもので、
後者については JR 東日本と共通である。その為、他の鉄道会社やバス会社との連
携にも積極的で、JR とも 2007 年 3 月のサービススタート当初から相互利用が可能
な形でスタートした。2012 年 5 月末には発行枚数 2,000 万枚を突破し、交通系電
子マネーとしては Suica に次ぐ存在となっている。基本的な機能自体は Suica と
共通であるが、大きな違いは JR 東日本が自社単独で運営しているのに対し、運営
会社が大手私営鉄道事業者 9 社とバス事業者 11 社の共同出資である点である。そ
の為、クレジットカードを発行している大手私営鉄道事業者は PASMO ユーザーを
自社のクレジットカードへ誘引することにスタート当初から積極的に取り組んで
いる。具体的には PASMO のオートチャージ機能を鉄道各社のクレジットカードに
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限定している点である。中でも東急電鉄は PASMO の定期券購入当で自社のポイン
トサービス「TOKYU POINT」が貯まる機能を提供しており、クレジットカード利用
者の獲得に積極的である。以上のように交通系電子マネーは鉄道会社の本業の収
益向上とコスト削減に密接に結びついており、新たな収益源の確保でも大きな貢
献が期待されることから、今後も鉄道各社は交通系電子マネーを自社戦略の中心
として、積極的に運営していくと考えられる。
流通事業者（イオン、セブン＆アイ）第2項
イオンやセブン＆アイが電子マネー市場に参入した狙いは 4 点あると考えられ
る。１点目が顧客データの収集、2 点目が店舗レジの効率化、3 点目が利益を稼ぎ
出す事、最後の 4 点目がグループ内の顧客回遊である。1 点目の顧客データの収集
については、従来の現金決済では調査員を雇って手動で集計するといった手段に
頼っていたが、電子マネーを導入したことにより、レジと連動してより精度の高
い顧客データを収集し、マーケティングに活用可能になったという点である。2
点目の店舗レジの効率化については、レジで小銭を補充する回数や釣銭を間違える
リスクの減少と買い物客の支払いに要する時間の短縮といった効果を実現し、店舗オ
ペレーションの効率化を図っている。3 点目の利益を稼ぎ出す事については、小売
業の営業利益率が低いのに対し、決済ビジネスは手数料によるビジネスの為、営
業利益率が比較的高いという点が挙げられる。事実、第三節で見た通り、イオン
やセブンの本業である小売事業における営業利益率はそれぞれ、0.4%、6.2%であ
ったのに対し、決済を含む金融事業は 16.1%、26.4%と遥かに高く、プロフィット
センターとしての役割を果たしている。4 点目の顧客回遊に関しては、イオンやセ
ブン＆アイといった巨大な流通企業は本業のスーパー、コンビニの他にも百貨店
やドラッグストアといった様々な小売店を抱えている。その様々な業態の小売店
に対して共通の決済手段・ポイントサービスを導入することで顧客をグループ内
で回遊させる狙いが見られる。この点については、グループ内にポイントを共通
化した JR 東日本とも共通であろう。さらにイオンに関しては、自社単独の WAON
ポイントを 2016 年 6 月に外部企業にも開放し、WAON POINT の名称で共通ポイント
化して自社の垣根を越えて顧客を回遊させる戦略を実行している。
通信事業者（NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンク）第3項
NTT ドコモや KDDI、ソフトバンクといったモバイル通信企業に共通する狙いは、
通話通信料とは別の収益基盤を確保することにあると考えられる。モバイル通信
企業は長らく携帯電話の普及による通話・通信料収入の増加で会社を成長させて
きた。しかし、携帯電話市場は既に飽和状態にあり、また顧客や政府からの通話・
通信料に対する値下げ圧力も強く、これ以上の通話・通信料収入の大幅な増加は
見込むことができない。このような状況下で会社をさらに成長させるためには、
通話・通信料とは異なる収益基盤が必要となり、各社様々な新規事業に挑戦して
いる。ＮＴＴドコモではスマートライフ事業を従来の通信事業とは別に立ち上げ、
コンテンツや生活関連サービスの訴求を積極的に行っており、このスマートライ
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フ事業の中に決済サービスも含まれる。また「＋ｄ」というスローガンを掲げ、
自治体や企業、研究機関等様々なパートナーとの提携を通じて様々な業界に参入
し、自社の経済圏拡張を図っている。KDDI も従来の通信事業の他に、決済、物販、
エネルギー、金融サービス等を「au ライフデザイン」として総合的に提供するこ
とを中期経営目標として発表しており、通信事業分野以外の収益源の確立を目指
している。ソフトバンクに関しては、ソフトバンク・ペイメント・サービスとい
う子会社を設立し、決済代行事業者として加盟店獲得や決済事業者との仲介をす
るなど、決済事業領域へ注力している。以上のように、各モバイル通信企業は通
信事業以外での自社の収益基盤確保を目指して決済市場への力を入れているが、
モバイル通信企業のオンクレジット決済における強みは何といっても単体で実店
舗でも EC でも決済が可能な携帯電話、及び通信ネットワークの技術を保有する点
にある。プラスチックカードを持ち歩く必要がなく、普段持ち歩いている携帯電
話で手軽に決済ができる点は顧客利便性が高く、最近の EC 市場の拡大やスマート
フォンの普及に合わせ、携帯電話一台で簡単にショッピングができる機能は顧客
利便性も非常に高く、今後も成長することが予測され、モバイル通信企業も今後、
ますますの決済事業強化を図るであろう。
IT 企業（楽天、LINE）第4項
楽天が決済ビジネスを手掛ける理由は流通系企業の狙いと非常に近い。楽天も
グループとして本業の EC、楽天市場の他に楽天トラベルや楽天ブックス等様々な
業種のサービスを提供している。楽天はそうした様々なサービスに顧客を回遊さ
せ、楽天グループ内に囲い込む「楽天経済圏」という構想をもとに経営戦略を立
てており、従来の ECビジネスから会員ビジネスへと急速に業態を変化させている。
この“楽天経済圏”において顧客を回遊させる要となるものが楽天スーパーポイ
ントである。楽天スーパーポイントは元々楽天ポイントという名称で楽天グルー
プ内でのみ利用可能であったものを、2014 年にポイントを外部開放して共通化を
実現し、楽天 ID 決済とともに自社グループ外の企業へ販売している。銀行、EC、
旅行など様々な業種のサービスを提供していることで、膨大な会員の決済データ
を所有していることも楽天の強みとして挙げられる。こうしたデータを活用して
“楽天経済圏”を社外にも広げ、自社から提携加盟店の間に相互送客の仕組みを
作ることが楽天の戦略であると考えられる。。
LINE に関しては、2014 年に決済サービス「LINE Pay」をリリースした。利用者
間での送金機能の提供や加盟店への手数料を月額 100 万円未満まで無料（100 万円
以上は 3.45%）にするという消費者へは機能面、加盟店には手数料の価格面でアピ
ールして参入したが、上場以降の決算資料を見る限り単一セグメントでの報告と
なっている為、現状ではそれ程大きな収益は挙げていないと推測される。
以上、異業種からオンクレジット決済市場に参入した 9 社の経営戦略を分析し
た結果、各企業の戦略目的としては、自社の収益基盤を固める、既存顧客からの
収益拡大、更なる成長のドライバーの 3 つが挙げられる。各社それぞれ意図をも
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って参入しているが、基本的にはこの 3 つの目的に集約される。また、JR 東日本
やイオン、セブン＆アイに関しては、オンクレジット決済市場に参入する前から
クレジットカードを発行して決済ビジネスに関するノウハウを蓄積していた企業
もあり、そうした企業にとっては、参入に関する障壁はさほど高くはなかったの
ではないかと考えられる。それ以外の企業も銀行やクレジットカード会社との提
携、M＆A を通して参入している。こうした背景から、各社ともオンクレジット決
済市場において大幅なシェアが獲得できなかったとしても、市場から撤退するこ
とは考えにくく、今後も多数の事業者による競争が繰り広げられると考えられる
が、更に各社の決済ビジネスがモデル、形態が結局は似通ってきており、差がつ
きにくい状況が生まれいる為、決済のコモディティ化が進行している。
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第5章 ポイントサービス市場の動向
この章では、差が付きにくくなっている決済サービスにおいて、差別化要素の
一つとして決済セットで提供される事の多いポイントサービスの市場動向につい
て述べる。ここで述べるポイントサービスとは、消費者が商品を購入した際に特
典として付与される優待プログラムを指す。ポイントを貯めることで消費者は、
商品購入時の値引き等に利用可能である。
ポイントサービスの目的第1節
シャピロ/バリアンによると「あるブランドから別のブランドに乗り換える為のコ
ストが相当な額に上る時、ユーザー（ここでは消費者ど同義）は“ロックイン”
に直面する」（Shapiro, C; Varian, H, 1998 宮本他訳 1999, p.187）としている。“ロ
ックイン”とはいわゆる顧客の囲い込みの事を指し、高いスイッチングコストを
設けて自社から他社へのユーザーが移る事を防御している状態を指す。シャピロ/
バリアンは“ロックイン”をタイプ別に７つに分類しているが、この７つの「ロ
ックイン」の一つのタイプとして「優待プログラム」を挙げ、「顧客に対して単一
のベンダーから大部分を購入させようとする誘いこみであり、完全に企業の戦略
の産物“人工的ロックイン”」と評している。他の“ロックイン”のタイプが企業
の商品に密接に関係したものであるのに対し、この「優待プログラム」は商品と
は全く関係のないものであり、商品で補完事業者や消費者を“ロックイン”でき
ない企業が無理矢理“ロックイン”させる為に作られたものと言っても過言では
ないだろう。（図 5-1 参照）
図 5-1
23
ポイントサービス市場の動向第2節
このポイントサービス市場であるが、年々拡大を続けている。矢野経済研究所
の試算によると 2015 年における国内のポイント発行額は年間 1.4 兆円で、2020
年には 2 兆円を超えると予測している。（図 4-2）その中で今、特に伸びが顕著な
のが、自社グループだけではなくアライアンスを組んだ他社（加盟店）のサービ
スでも利用可能な共通ポイントサービスである。共通ポイントサービスはカルチ
ュアコンビニエンスクラブが発行した T ポイントが発祥とされ、2012 年度には 653
億円程度にまで拡大している。（図 5-3）その後も楽天や NTT ドコモ等自社単独の
ポイントサービスを共通ポイントサービスに切り替える企業が次々に登場してお
り、2016 年時点では 2000 億円程度にまで市場が拡大していると推測される。
2016 年時点で提供されている代表的なポイントサービスが図 5-4 である。この
内、前述の T ポイントやロイヤリティマーケティング社の Ponta の他、楽天、NTT
ドコモ、イオンが既にポイント名を改称して自社ポイントを共通ポイント化して
いる。JR 東日本も Suica ポイント、VIEW ポイントを JRE ポイントと改称して共通
ポイント化することを発表しているが、JR 東日本の場合はあくまで自社グループ
内での共通化であり、社外に開放していないことから、本研究における共通ポイ
ントサービスには含まない。
※出展）矢野経済研究所 ポイントサービス市場に関する調査
図 5-2
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図 5-3
図 5-4
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共通ポイントサービスの収益モデル第3節
共通ポイントサービスの収益モデルをまとめたものが図 5-5 である。ここではポイ
ントの付与率は 100 円で 1 ポイントとするが、消費者が加盟店 A で 10,000 円の商品
を購入すると、共通ポイントが 100 ポイント付与される。この時加盟店 A からポイン
ト付与分（100 円）と発行手数料（ここでは仮に１％とする）を合わせた金額（101
円）がポイント事業者に支払われる。消費者が貯めた 100 ポイントを使って加盟店 B
で商品を購入すると、加盟店 B に対してポイント利用分（100 円）がポイント事業者
から支払われ、ポイント事業者はポイント付与時に加盟店 A から支払われた金額（101
円）とポイント利用時に加盟店 B に支払った金額（100 円）の差額（1 円）が収益と
なるモデルである。決済事業者によって決済サービスと共通ポイントサービスがセッ
トで提供される場合には、決済手数料にポイント発行分とポイント手数料を合わせた
金額を上乗せする形で提供されている。一見すると利益率の低い収益モデルのように
感じられるが、何千万人という会員が日々の買い物でこの取引を何度も繰り返すこと
により、ポイントサービス事業者に大きな収益を生み出す仕組みとなっている。
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図 5-5
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オンクレジット決済事業者のポイントサービス第4節
ここで注目すべきは、オンクレジット市場に参入している異業種の企業がほと
んど自社単独ポイントサービスか共通ポイントサービスのどちらかを導入してい
る点である。つまり、ユーザーがオンクレジット決済サービスを利用すると、自
社単独か共通ポイントのどちらかが付与される仕組みとなっている。ポイントサ
ービスを導入している企業を具体的に挙げると、NTT ドコモ、楽天、イオンは自社
発行の共通ポイントサービスを導入、ソフトバンクは T ポイントを採用し、外部
の共通ポイントサービスを採用している。JR 東日本と au、LINE は自社内の利用に
限定した自社単独ポイントサービスを発行している。（図 5-6 参照）では、各社が
ポイントサービスを導入している理由について、ポイント（決済）事業者、加盟
店、ユーザー、それぞれの観点から自社ポイント、及び共通ポイントのメリット、
デメリットを分析したのが右の図 5-7 である。
まずポイントサービス事業者にとって自社単独ポイントを導入する一番のメリ
ットは顧客の囲い込み“ロックイン”である。顧客にポイントを付与する事で、
顧客の購入頻度や金額を向上させると共に、他社への切り替え防止に効果を発揮
する。また、自社原資のポイントが社外に流出するリスクがないというメリット
がある一方で、ポイントの使用用途が狭すぎると消費者にあまり利用されず、顧
客の満足度が向上させることができない為、本来の目的である購入頻度、金額の
向上や他社への切り替え防止の効果が薄れるというデメリットも存在する。最近
では多くの企業が自社単独ポイントを導入しており、保有するポイントカードが
多すぎて利用する消費者もそれぞれのポイントを把握できておらず、意識的に管
理しているポイントサービスが 2，3個程度に限られるという現状が見受けられる。
（第 9 章第 3 節のアンケート調査結果参照）その反面、共通ポイントサービスは
様々な店舗で利用できるので、ユーザーがポイントをためやすく、顧客満足度が
上がりやすいというメリットがある。しかし、ポイントサービス事業者にとって
は自社で発行する額が多ければ多い程、ポイントが流出する、つまり自社で発行
したポイントを社外の加盟店で利用される額が増え、ポイントサービス事業が赤
字になるリスクが発生する。
次に加盟店側のメリット、デメリットを分析する。加盟店側の自社ポイントに
関するメリット、デメリットはポイント事業者と共通である。共通ポイントサー
ビスを導入するメリットとして最も大きいのはポイント事業者やほかの加盟店か
らの送客が期待できることである。ポイント事業者の PF や他の加盟店との提携に
よって、今までリーチできていなかった層にもリーチでき、新規顧客獲得のチャ
ンスが拡大する。また、もう一つ挙げられるのが、自社で発行する場合の運用コ
ストを省くことが可能な事である。通常ポイントプログラムの運用に関しては、
会員規約やポイント付与・利用のシステム、顧客管理等多大な開発、運用コスト
を強いられる。その為、こういったコストを省くことができる点も大きなメリッ
トと言えるであろう。一方、デメリットとしてはポイント分の原資と発行手数料
をポイントサービス事業者に徴収される点である。しかし、このポイント負担コ
ストに関しては、ポイントサービス事業者等からの送客による新規顧客の獲得に
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図 5-6
よって吸収するという考え方の加盟店が多いと考えられる。
最後に一般消費者（ユーザー）であるが、こちらは使用用途が広い、ポイント
が貯まりやすい、ポイントが管理しやすいという３つの理由から自社単独ポイン
トよりも共通ポイントの方が圧倒的に消費者のメリットが大きいと言える。ユー
ザーの観点で考えると自社単独ポイントから共通ポイントへの移行は自然な流れ
ということができる。
図 5-7
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加盟店の目的第5節
ここで注目したいのは、加盟店の立場である。前節で述べた通り、加盟店が共
通ポイントサービスを導入するメリットとしては、ポイントサービス事業者から
の送客による新規顧客の獲得が挙げられる。つまり、ポイントサービス事業者に
とっては顧客の囲い込みであるが、加盟店にとってはポイントサービスの目的が
「自社顧客の囲い込み」から「ポイントサービス事業者、及び他の加盟店からの
送客による新規顧客」の獲得に変化していることがわかる。加盟店にとってはポ
イントサービスが新規顧客を獲得するツールに変わったことにより、導入する共
通ポイントサービスを増やせば増やす程、新規顧客獲得のチャンスが拡大するこ
とが理論上成り立つ。つまり、一加盟店につき一ポイントサービスではなく、一
加盟店が複数のポイントサービスを導入する状況が生まれやすいということであ
る。具体的に見てみる。右の図 5-8 は前述のポイントサービスとその代表的な加
盟店である。ここで注目すべきは「ローソン」と「高島屋」の２社である。この 2
社に共通することは、いずれも複数のポイントサービスを導入していることであ
る。「ローソン」は三菱商事の子会社である関係から、Ponta の立ち上げ当初から
の加盟店であるが、2015 年にはｄポイントを導入した。一方、高島屋は自社で「タ
カシマヤポイント」という自社単独ポイントサービスを運営していたが、2016 年
に「ｄポイント」と「Ponta」を相次いで導入し、現状３つのポイントサービスを
運用している。（ポイントサービス自体は商品購入時に１サービスしか選べない）
この表の他に共通ポイントの登場によって複数の共通ポイントサービスを導入、
または自社単独ポイントと共通ポイントを併用する企業が増加しており、今後も
複数のポイントサービスを導入する企業が増加すると考えられる。
図 5-8
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第6章 囲い込みの理論と仮説シナリオの構築
第 5 章で述べた“ロックイン”について、この章では理論的な立場から検証し、
オンクレジット決済市場における仮説シナリオを構築する。
“ロックイン（囲い込み）”の理論第1節
第 4 章でも述べたが、カール・シャピロの提唱する“ロックイン”には７つの
タイプが存在する。それぞれ「契約の義務と責任」「資本財の購入」「ブランドに
特化したトレーニング」「インフォメーションとデータベース」「特異な供給者」「調
査のためのコスト」、そして「優待プログラム」の７つである。この 7 つのタイプ
を決済ビジネスに当てはめた際、唯一該当するのが「優待プログラム」であるが、
これもポイントサービスを提供している決済事業者に限定される。裏を返すと、
各決済事業者は他の 6 つのタイプでは顧客の“ロックイン”を図ることが難しい
為、“ロックイン”の手段として決済サービスに「優待プログラム」であるポイン
トサービスを導入したと言えよう。
次にハックスとワイルド 2 世の提唱する「システム・ロックイン戦略」の観点
で検証する。「システム・ロックイン戦略」とは主体となる企業の他に、顧客、供
給業者、そして、補完事業者を全て“ロックイン”する戦略である。「システム・
ロックイン」戦略には四つの段階が存在する。第一段階は機能や価格、サービス
面で他社と差をつけて優位性を確保し、顧客を引き付けた状態で、「ドミナント・
デザイン」（支配的な製品仕様）と呼ばれている。第二段階は顧客が製品を使用す
るうちに一連の外部効果が発生し、製品から離れられなくなる状態、つまりスイ
ッチングコストを高め、顧客のブランドチェンジを防いだ状態である。これを「カ
スタマー・ロックイン」（顧客の囲い込み）と呼ぶ。次に顧客だけでなく、ブラン
ドや徹底したイノベーション、特許等によって販売業者、供給業者をロックイン
し、他社の商品を締め出した状態、「競合他社のロックアウト」が第三段階で、最
後に市場シェアリーダーの立場を有効利用して補完事業者を引き付け、補完事業
者も“ロックイン”した状態、「プロプライアタリー・スタンダード」（自社製品
の業界標準化）である。この第四段階になると、自社の製品仕様が業界の標準と
なり、競合他社を完全に打ち負かした状態、つまり独り勝ち（Winner Take All）
の状態になる。しかし、ハックスとワイルド 2 世は著書の中で、この「プロプラ
アタリー・スタンダード」を実現する為に必要な条件として以下の３つを挙げて
いる。オープンプラットフォーム、補完事業者のロックイン、プロプライアタリ
ーである。オープンプラットフォームとは誰にでも開放されたプラットフォーム
であり、多くの補完事業者が参加可能であること。2 つ目の補完事業者のロックイ
ンは複雑なインタフェースを通してスイッチングコストを上げ、補完事業者が他
のプラットフォームにスイッチするのを防止すること。3 つ目のプロプライアタリ
ーとは模倣困難性や製品の急速な進化、特許を通じて独占する事と述べている。
（図 6-1 参照）
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図 5-1（再掲）
“ロックイン”の理論とオンクレジット決済サービス第2節
この 3 つの条件をオンクレジット決済市場に照らし合わせると、1 つ目のオープ
ンプラットフォームはどの決済事業者も広く開放している為、条件に該当する。2
つ目の補完事業者のロックインであるが、こちらはどの決済事業者も実現できて
いない。その理由は、既にクレジットカードや銀行振込、コンビニ決済といった
決済手段が決済市場全体の大半を占めている為、後発である事業者が自社の決済
手段に限定させることが実行上不可能だからである。また、前章で述べた通り、
共通ポイントサービスは加盟店にとっては新規顧客獲得のツールであり、導入す
図 6-1
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る決済サービスを増やす程、新規顧客獲得の機会は拡大する為、一つの決済事業
者に限定することは考えにくい。最後に 3 つ目のプロプライアタリーであるが、
各決済サービスそれぞれに特徴はあるものの決済という機能においてはそれほど
大きな差は見られない。また、ロックインの手段として共通ポイントサービスを
導入している企業が多いが、加盟店数に大きな差はなく、模倣困難のレベルまで
は達していないと考えられる。以上の点から考えると、オンクレジット決済市場
においてプロプライアタリー・スタンダードを確立することは非常に困難である
と結論づけられる。それを図示したのが右の図 6-2 である。自社単独ポイントサ
ービスのみであった頃は各加盟店それぞれの業界で独自に行っていた為、ポイン
トサービスも業界内に閉じたものであった。しかし、共通ポイントの登場によっ
て、現状は業界を跨いでポイントサービスの経済圏が広がった状態になっている。
しかし、今後は一つの加盟店が複数のポイントサービスを導入する傾向が続くと
考えられ、各ポイントサービス事業者の経済圏が重なり合う事態が多発し、重な
り合う範囲が年々拡大すると予測される。この状態になると、補完事業者（加盟
店）も含めた顧客の“ロックイン”は不可能であり、プロプライアタリー・スタ
ンダードは今後も成立しにくいと考えられる。
プロプライアタリー・スタンダードの成立しにくい理由第3節
前節で述べた経済圏の重なりに関して、それを後押しする要因を 3 点述べる。1
点目は IC チップを読み取るリーダー機の技術革新である。以前は一つの決済サー
ビスに対して専用のリーダーであったが、現在は一つのリーダーに対して複数の
決済サービスが利用可能であり、消費者が決済手段を店員に口頭で伝えるかレジ
のタッチパネルを操作することで自由に選択可能になっている。ちなみにオンラ
イン決済の場合はサイト上に各決済を並べる形の為、実店舗でのリーダー同様、
顧客が導入されている決済サービスの中から自由に選択可能である。2 点目は非排
他的であることである。オンクレジット決済は既にクレジットカードや銀行振込
等の決済市場に後発で参入している為、加盟店側と排他的な関係を構築すること
が難しく、その為一つの加盟店に複数の決済手段が導入されている。この状況は
図 6-2
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図 6-2
共通ポイントサービスも同様である。3 点目は決事業者と加盟店の間を媒介する決
済代行事業者の存在である。決済代行事業者とは文字通り決済事業者に代わって
加盟店に対して決済手段を提供する事業者の事を指す。決済代行事業者の強みは
クレジットカードやキャリア決済、電子マネー等様々な決済サービスは一元的に
提供可能な事であり、決済代行事業者のシステムと接続するだけで各決済サービ
スを提供することが可能な為、加盟店にとっては導入コストを抑えられるという
メリットがある。また、加盟店開拓においても既に他の加盟店との関係を構築し
ている決済代行事業者が決済事業者になり代わって加盟店の開拓を行う事が可能
な為、加盟店との関係性の薄い決済事業者にとっては非常にメリットが大きい。
以上のように決済事業者と加盟店の双方にとって決済代行事業者を間に挟むこと
はメリットが大きい為、実際決済代行事業者を使って決済システムを導入する加
盟店は非常に多い。以上の 3 点が、一加盟店の複数決済手段導入を加速させる要
因となっている。
以上の点を鑑みるとオンクレジット決済市場は大手を中心に少数の決済事業者
に収斂するのではなく、多数の事業者が乱立した状態が続くと推測される。また、
第 4 章で述べた通り、現在参入している企業のほとんどが本業で確固とした収益
基盤を持った上で利益確保や自社の成長の為に異業種から参入している為、オン
クレジット決済市場から簡単に撤退するとは考えにくく、したがって競争も益々
激しくなると予測される。では、この競争状況の激しいオンクレジット市場にお
いて差別化となる要素は何か。次章以降でその点を考察する。
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図 7-1
第7章 オンクレジット決済市場の市場分析
前章では“ロックイン”の理論的な見地から多数の企業による乱戦状態が続くと
いう仮説シナリオを導きだした。本章では、マーティン・リーブスの戦略パレッ
トとマイケル・ポータルの 5Force のフレームワークを用いて、オンクレジット決
済市場の市場環境分析を行う。
戦略パレットによるオンクレジット決済市場の市場分析第1節
まず、オンクレジット市場の環境認識をマーティン・リーブスの戦略パレット
を用いて行う。戦略パレットとは図 7-1 で示す通り、市場を環境の予測可能性と
企業行動の環境への影響力の 2軸と環境の過酷さの軸で分類し、「アダプティブ型」
「シェイピング型」「クラシカル型」「ビジョナリー型」「リニューアル型」の５つ
に分類するフレームワークである。マーティン・リーブスはこの市場環境の型に
よって企業は戦略アプローチを変えるべきと提唱しているが、このフレームワー
クにオンクレジット決済市場を当てはめ、どの市場の型に該当するかを見る。従
来プラットフォームビジネスの市場は、一社によって市場環境が塗り変えられる
可能性が高く、成長市場で環境の予測可能性も低い為、シェイピング型に分類さ
れることが多い。しかし、オンクレジット決済市場は市場が成長を続けているも
のの、参入プレイヤーが限定されており、環境の予測可能性は高い。その一方、
今まで述べてきたとおり分散した状態で支配的な企業も存在していないため、一
企業が大きく市場環境を塗り替える可能性は低く、企業行動の環境への影響力は
低い。よって、戦略パレットによる分類ではクラシカル型に分類され、プラット
フォーマーである決済事業者間の競争市場であると考えられる。
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5Force によるオンクレジット決済市場の市場分析第2節
前節でオンクレジット決済市場がクラシカル型に該当する事が判明し、マイケ
ル・ポーターの競争戦略の理論での分析が可能であることがわかった。このオン
クレジット決済市場をマイケル・ポーターの 5Force を用いて業界分析を行ったの
が図 7-2 である。
まず、「業界内の競争」であるが、市場自体は前述の通り成長しているものの、
SUICA、nanaco といった電子マネー決済に加え、楽天 ID 決済や LINE Pay といった
様々な業界から障壁を乗り越えて参入してきており、競争は激しくなっている。
次に「新規参入の脅威」であるが、新規に参入してくる企業も多い。特に Amazon
「Amazon ログイン＆ペイメント」や Apple「Apple Pay」といった海外の企業が自
社の保有する強大な顧客基盤をキーに次々の日本の決済市場へと参入を果たして
おり、新規参入の脅威も非常に大きい。次に「売り手の交渉力」であるが、自社
内で顧客に直接請求する仕組みを持っている決済サービス（電子マネー、キャリ
ア決済）や自社でクレジットカードを発行している決済事業者に関しては、売り
手が存在しない為、交渉力は非常に強い。
続いて「買い手の交渉力」であるが、こちらは決済サービスが増えれば増える
程買い手である EC 事業者や小売業者の交渉力が強くなり、決済手数料の価格競争
が激化している。プラットフォームビジネスは独り勝ちの業界が多いが、オンク
レジット決済市場はプラットフォームビジネスの原則に反し、独り勝ちの事業者
が存在せず、数多くの決済事業者が争っている多数乱戦状態の為、決済手数料の
価格競争に拍車がかかっている。
最後に「代替品の脅威」であるが、従来の現金、クレジットカード、口座振替、
代金引換決済、コンビニ決済に加え、最近では後払いと呼ばれるサービスが出現
している。後払いサービスとは EC 等インターネット上で購入した商品代金を 1 カ
月分まとめてコンビニ等で支払いできるサービスである。クレジットカードを所
有できない若者やインターネット上でクレジット番号を入力することに抵抗のあ
る層を中心に取扱高を伸ばしており、オンクレジット決済サービスの脅威になり
うる存在にまで成長している。代表的なサービスとしてはネットプロテクション
社の NP 後払いが挙げられ、年間の取扱高が 1,000 億円を突破している。（2015 年
実績）
39
図 7-2
以上がオンクレジット決済市場における業界分析であるが、従来はクレジット
カードの独壇場であった決済市場に対して、大企業を中心に様々な企業が業界の
壁を越えて参入して新しい市場を形成し、競争が激化している。また、プレイヤ
ーが増えることによって、買い手側である加盟店の交渉力が増し、Amazon や Apple
といった海外企業の新規参入や後払いサービスやビットコイン等の仮想通貨の登
場がより競争に拍車をかけ、第 2 章で見た通り市場は成長しているものの非常に
厳しい競争環境にあると言えよう。
海外事業者の脅威第3節
前節でも触れたが、特筆すべき最近の傾向として国境を超えて日本の決済市場
に参入してくる事業者が増加している。具体的には、Amazon、Apple、Google であ
る。いずれも全世界に巨大な顧客基盤を持つ企業がその基盤を活用して決済市場
に参入し、さらに全世界へとその加盟店ネットワークを広げようとしている。
Amazon の提供する決済サービス「Amazon ログイン＆ペイメント」は、Amazon に登
録している顧客の ID 情報を EC 事業者と連携させ、Amazon に登録した住所、連絡
先等の情報を自動的に取得できるようにしており、ユーザーの利便性向上を図る
と共に、途中で購入を辞めること、いわゆるカート落ちを防ぎ、EC 事業者の購買
率アップを訴求している。また、Amazon は「Amazon ログイン＆ペイメント」に公
式認定制度、グローバルパートナープログラム、EC のカートシステムを提供する
カート事業者と提携し、カート事業者を通じて EC 事業者に対して「Amazon ログイ
ン＆ペイメント」の導入を促進している。後発の為、自社で一から加盟店開拓す
るのは効率が悪いと判断し、既に EC 事業者と深い関係性を築いているカート事業
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者経由での加盟店開拓に注力している。ただし、現状はオンラインでの提供に留
まっている。
次に、Appleであるが、2016年 11月にiPhoneの ICチップを活用した「Apple Pay」
を日本でリリースした。「Apple Pay」は SUICA や iD といった非接触型決済サービ
スを iPhone 上で利用する為のインタフェースとなるサービスである。スタート時
では iD、QUICKPay の非接触型決済サービスプラットフォーム上に 12 のクレジッ
トカード会社が対応している。利用方法としては、決済時に iPhone のホームボタ
ンに指を乗せてリーダーにかざし、指紋認証によって決済認証を行う（SUICA だけ
は自動改札機付近の混雑を避ける為の特例措置として指紋認証が不要）。Apple Pay
はリーダーのあるリアル店舗だけではなく、EC での決済にも対応しており、リア
ル店舗での決済時と同じく、指紋認証によって決済認証を行う。
2016 年 12 月には Google が「Android Pay」を日本でリリースした。基本的な機
能は「Apple Pay」と同様だが、対応している決済サービスはまだ楽天 Edy のみと
なっており、対応決済サービスの増加が今後のサービス普及の鍵になるであろう。
以上のように、海外事業者の国内オンクレジット決済市場への参入状況について述
べてきたが、どの事業者も既に国内で決済以外の事業で多数の顧客を抱えている。し
かし、顧客数自体は国内の決済事業者と大きな差が存在するわけではなく、顧客数に
おいて優位性を確立する事とは考えにくい。その為、参入してすぐにシェアの大半を
握るという状況は想定しにくいが、国内事業者にとって大きな脅威であることは間違
いない。
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第8章 参入企業の競争戦略について
前章ではマーティン・リーブスの戦略パレットとマイケル・ポーターの５Force
のフレームワークを用いて、オンクレジット決済市場が決済事業者同士の多数乱
戦のレッドオーシャン市場である事を解明した。本章ではマイケル・ポーターに
よると多数乱戦業界で対処する戦略として挙げられているものを、オンクレジッ
ト決済市場において有効であるかを検証する。まず、大きな視点としては大きな
シェアを獲得して業界を制圧するのかそれともシェアは小さいながらも利益獲得
重視を目指すのか２つから選択する必要がある。それぞれの戦略について、オン
クレジット決済市場で実行可能かも含めて検証する。
多数乱戦業界を制圧する方策の検証第1節
マイケル・ポーターは変化を引き起こして多数乱戦の構造を生み出した経済的
原因を取り除くか明らかにすることが業界を制圧する上で必要と述べている。そ
の方策について検証する。
１．“規模の経済性やエクスペリエンス曲線が作用する条件を作り出せ”（Porter,
1980 土岐他訳 1982, p.269）
需要を増やすことによってコスト効率化を図る戦略であるが、決済ビジネスは
手数料ビジネスの為、規模の経済性やエクスペリエンス曲線によるコスト効率化
はあまり期待できないと考えられる。
２．“吸収合併して利益のでる規模まで大きくせよ”（Porter, 1980 土岐他訳 1982,
p.272）
参入している企業が大企業ばかりであり、買収することは非常に困難である。
また、収益性の高い事業の売却することも考えにくい。仮に大手企業がベンチャ
ー企業を買収したとしても、業界を制圧するレベルにまで到達するとは考えにく
く、吸収合併による業界制圧は実行上不可能であると考える。
以上の検証結果により、オンクレジット市場の乱戦状況を制圧することは極め
て難しいと判断できる。とするならば、乱戦状態を制圧するのではなく、何らか
の対処をすることで、収益性を確保する戦略の方が有効と考えられる。今度はマ
イケル・ポーターの提唱する多数乱戦構造に利益獲得重視で対処する方法の実行
可能性を検証する。
多数乱戦構造に対処する方法の検証第2節
１．“付加価値を高める”（Porter, 1980 土岐他訳 1982, p.277）
マイケル・ポーターによれば「多数乱戦業界の多くはその製品やサービスが特
徴のない汎用品で、差別化しにくいものである」としている。その為、商品の付
加価値を高めることで他社との差別化を図ることが必要としているが、これをオ
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ンクレジット決済市場に当てはめると各社が提供するポイントサービスが該当す
る。ポイントサービスを導入することで決済の付加価値を高めると同時に顧客の
囲い込みを図るという戦略が考えられる。
２．“顧客のタイプを専門化する”（Porter, 1980 土岐他訳 1982, p.279）
ターゲットとなる顧客を絞り込む集中戦略である。オンクレジット決済市場の
場合、例えばクレジットカードを保有する率の小さい未成年や学生層にターゲッ
トを絞るという戦略が考えられる。こうした若者層に人気のある店舗の加盟店開
拓に収集し、その層だけで圧倒的なシェアを取ってしまうやり方である。反対に
シニア層にターゲットを絞ってシニアに人気のある店舗の加盟店開拓やサービス
開発に集中するやり方もある。こういった集中戦略は十分に考えられるであろう。
ただし、異業種から参入している大企業の場合、ターゲットを絞りこんでわざわ
ざ売上を減らす戦略を取りづらい点がある為、こうした集中戦略は決済専業のベ
ンチャー会社の方がやりやすいと言えよう。
３．“特定地域に集中する”（Porter, 1980 土岐他訳 1982, p.279）
こちらもターゲットとなる顧客を絞りこむ方法であるが、オンクレジット決済
市場の場合、オンライン販売の EC サイトやデジタルコンテンツサイトに集中する
という戦略も考えられるかもしれいない。しかし、これも２の「顧客のタイプを
専門化する」と同様ターゲットを狭めることで売上のポテンシャルを小さくする
手法であり、異業種から参入した大企業には取りづらい戦略であろう。
４．“川上に向かって垂直統合する”（Porter, 1980 土岐他訳 1982, p.280）
川上にあるクレジットカードと垂直統合するというのも戦略の一つであろう。
クレジットカードも手掛けることでコストを圧縮し、収益性の向上を図るという
手法である。しかし、オンクレジット決済市場の場合、クレジットカードから決
済市場に参入した企業が多く、本研究の対象企業はほぼクレジットカード事業を
手掛けている。よって、この戦略もオンクレジット市場において優位性を確保す
ることは不可能であろう。
以上のように、多数乱戦業界における対処方法について、マイケル・ポーター
の戦略をオンクレジット決済市場に照らし合わせてみた結果、本研究の対象とな
る企業において多数乱戦業界に対処する方法は「付加価値を高める」差別化戦略
が有効であると考えられる。しかしながら、現在のオンクレジット決済市場にお
ける差別化要素としては、ポイントサービスが考えられるが、競合と比べて圧倒
的な差別化要素になりうると考えにくい。特に共通ポイントサービスに関しては
前述のとおり、複数の共通ポイントサービスを導入した加盟店の増加が今後予測
される為、共通ポイントサービスの最大の差別化要素である利用可能な店舗数の
多さが効きづらく、差別化にはつながりにくいと考えられる。つまり、このオン
クレジット決済市場において競争優位を獲得する為には、新たな差別化要素を作
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り上げることが必要であるというのが本章の結論になる。新しい差別化要素を作
り上げるにはどういった戦略が必要になるか。次章では現状の差別化要素である
共通ポイントサービスが競争優位につながる可能性を加盟店と顧客、決済事業者
の 3 者におけるベネフィットの観点から改めて検証した上で、オンクレジット決
済事業者の競争戦略について改めて考察する。
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第9章 オンクレジット決済市場における競争戦略の再検証
本章では決済を導入する決済事業者、加盟店、消費者のそれぞれのベネフィ
ットについて時間軸を用いて動的に分析し、プラットフォーマーである決済事
業者の取るべき戦略について改めて検証する。決済事業者が加盟店獲得やサー
ビス開発に尽力しているものの、競争優位を生み出せていない事は第 8 章で述
べた通りである。その為、新たな差別化要素を生み出す為にサービス開発に力
を入れており、その代表例が共通ポイントサービスである事は既に見た通りで
ある。楽天、NTT ドコモに続き、イオンが共通ポイント市場に参入するなど、
この自社単独ポイントサービスを共通化する動きはしばらく続くと考えられ
るが、この共通ポイントサービスがオンクレジット決済市場において、競争優
位になりうるのかという観点で改めて検証する。
決済事業者の共通ポイントサービス導入のメリット検証第1節
決済事業者のメリットに関しては二つ考えられる。一つは共通ポイントサー
ビスをフックに加盟店において自社の決済サービスの利用を高めることが可
能な点である。つまり、消費者が共通ポイントサービスを目当てに決済サービ
スを選択することで、決済サービスの取扱高が拡大するということである。も
う一つは提携先の原資で付与されたポイントをフックに自社内のサービスに
誘引し、自社原資以外で自社内サービスの利用を促すことができる。しかし、
一方で自社のポイントを社外に開放することは自社のコストで発行したポイ
ントを加盟店企業で消費されるいわゆるポイント流出の状態になり、赤字のリ
スクをはらんでいる。この点について、ポイントを開放している日本最大級の
EC 企業とポイントを開放していない日本最大級の流通企業の担当者にヒアリ
ングすると、大手 EC 企業の担当者は加盟店企業に対してポイントを販売して
手数料収入を得ており、自社の利益につながっていると回答している。一方、
大手流通企業の担当者はポイントの流出を非常に懸念し、自社内で全ての購買
行動を完結させることを目指すと回答し、対応が分かれている。大手 EC 企業
が EC にとどまらず、旅行や電子書籍、金融等様々なサービスを提供して多角
化しているのに対し、大手流通企業はリアル店舗やインターネットショッピン
グの小売業に専念している点がこのように対応を分けたと考えられる。多様な
サービスで外部から顧客を誘引することが可能であれば、ポイントサービスの
共通化も合理的であるが、それ以外の場合はポイントを共通化させず、流出リ
スクを抑える方が合理的と考えられる。共通化する場合にはポイントの価値を
上げ、決済サービス等自社サービスの利用率を上げるか、ポイントサービス事
業単体で利益を生み出せるようにすることが必要であろう。
加盟店の共通ポイントサービス導入のベネフィット検証第2節
補完事業者である加盟店であるが、加盟店としては共通ポイントサービスを
通じてプラットフォーマーである決済事業者の巨大な顧客基盤からの送客に
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よって、新規顧客獲得のチャンス拡大が期待できる。その為、導入や運用に関
わるコストや決済手数料が導入効果を上回らない限りはより多くの決済サー
ビスを導入した方が理論上は良いという結論になる。第 5 章で述べた通り、「ロ
ーソン」や「高島屋」のように複数の共通ポイントサービスを導入して新規顧
客の獲得を図る加盟店が増えている。しかし、加盟店にとって脅威となる点は、
一つのポイントサービスが巨大な力を持ち、交渉力が強くなる事である。多く
の加盟店を獲得することによって決済事業者のプラットフォーム上での露出
機会が減少して送客効果が減少すると同時に、決済手数料が高くなる為である。
実際、EC 事業を営む多くの加盟店にヒアリングすると、新しい決済サービスを
導入する際に重要な判断基準となるものは送客による新規獲得と決済手数料
であることが多い。その為、加盟店にとっては一つの決済事業者が独り勝ちの
状態になるのではなく、多数の加盟店が争っている現在の状況の方が好ましい
と言える。
消費者の共通ポイントサービス導入のベネフィット検証第3節
消費者の共通ポイントサービス導入のメリット検証については、第 2 章で実
施した自主アンケート調査にてポイントサービスの利用状況に関しても調査
を行っているので、その結果に基づいて述べる。
一般消費者を対象に決済、及びポイントサービスに関するアンケート調査を行
ったところ、163 名から回答を得ることができた。まず、意識的に利用してい
るポイントの数については、１～4 個で全体の約 3/4 を占め、4 個以内という
人が大半であることがわかった。また、その中でも、2 個と 3 個を合わせた割
合が 5 割弱を占め、意識的に利用している数は 2，3 個という消費者が多い。
反対に 1 個も利用していないという消費者は 4％にとどまり、ほとんどの消費
者が何かしらのポイントサービスを意識的に利用していることが判明した。
（図 9-1）
以上のことからポイン
トサービスを意識的に利
用している数は 2，3 個と
いう方が最も多く、多くて
も 4 個が限界という消費者
が大半である。
次に意識的に利用して
いる具体的なポイントサ
ービスについては、共通ポ
イントサービスである T ポ
イントが最も多く、約半数
の人が利用していると回
答した。それ以外のポイン 図 9-1
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トサービスでは、JAL や ANA のマイル、クレジットカードが発行するポイント
サービス、同じく共通ポイントサービスの楽天スーパーポイントと Ponta を利
用している人が多かった。決済手段として利用されることが多いクレジットカ
ードや JAL、ANA のマイルを除くと、共通ポイントサービスが上位を占める結
果となり、共通ポイントサービスの利用率が高いことが調査結果から見えた。
（図 9-2 参照）
図 9-2
続いてポイントサービスを利用している理由については、「よく使う店舗で
利用できるから」が最も多く、2 番目に多かった「利用できる店舗が多いから」
と併せて「ポイントの還元率が高いから」などの特典内容に関する回答を上回
った。消費者にとっては、特典内容の充実よりも自分が利用している店舗で使
えるかどうかの方がポイントサービスの選択基準なっている事が明らかにな
った。（図 9-3 参照）
図 9-3
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図 9-5
最後に異なる会社の店舗で利用できる共通ポイントサービスの魅力度につ
いては、8 割以上の回答者が「魅力を感じる」と回答し、また共通ポイントサ
ービスと店舗単独のポイントサービスのどちらを優先して使いたいかという
質問に関しては、共通ポイントと答えた回答者が 6 割を超えた。この調査結果
からも会社を跨って様々な店舗で利用できることに対する消費者のニーズの
高さが現れている。（図 9-4、図 9-5 参照）
図 9-4
以上のアンケート調査の結果を総合すると、利用するポイントサービスは 2、
3 個程度に絞り込み、多くても 4 個という消費者が大半である。利用するポイ
ントサービスを選択する基準としては、特典内容よりも利用できる店舗を自身
がよく利用しているかという点と加盟店の店舗数を重視している。また、複数
の店舗でポイントサービスが利用できる共通ポイントサービスに対するニー
ズは非常に高く、ポイントサービスが一つに収斂すればするほど消費者にとっ
てのベネフィットが大きいということが読み取れる。
共通ポイントサービスの再検証第4節
以上の検証結果を踏まえ、改めて整理する。まず、決済事業者にとっては加
盟店数が増加することは、ポイントの価値が高まり、加盟店における決済サー
ビスの利用率が上がるという
効果が期待できる。また、取引
量が増加し、ポイントサービス
事業単体でも収益拡大が望め
る。カルチュア・コンビニエン
ス・クラブ（T ポイント）やロ
イヤリティマーケティング
（Ponta）のような自社発行額
の少ないポイントサービス事
業者にとっては、加盟店を増や
図 9-6
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すことが収益拡大に直結するが、その反面、楽天や NTT ドコモといった自社発
行額の多いオンクレジット決済事業者にとっては、加盟店の増加によってポイ
ントの流出額も増え、ポイントサービス事業単独では赤字に陥るリスクもある。
続いて加盟店はポイントサービスの加盟店数が増加すると露出機会等が減
り、送客効果が薄れる可能性がある。また、同業界の競合他社が同じ共通ポイ
ントサービスを導入すると自社負担で消費者に付与されたポイントが競合他
社への流出するリスクが発生すると共に、共通ポイントサービスが差別化要素
にならなくなる為、１ポイントサービスが巨大な加盟店ネットワークを構築す
ることは加盟店にとってはメリットが小さい。
最後に消費者であるが、消費者は利用するポイントサービスの収斂と利用で
きる店舗数の拡大に対するニーズが高い。つまり、どのお店でも利用できる通
貨に近づけば近づくほど消費者にとってのメリットが大きいと考えられる。
それを図示化したものが図（9-6）である。横軸をポイントサービス上の加
盟店数とし、縦軸を消費者、加盟店、決済事業者のベネフィットとしているが、
消費者にとっては利便性も含めた利益、加盟店と決済事業者にとっては文字通
りの利益を示している。消費者は加盟店数に比例してベネフィットは高くなる。
加盟に関しては、共通ポイントサービスの導入期はサービスの浸透によってベ
ネフィットが高くなるが、露出機会の減少や競合が加盟 店 に な
ることで徐々に横ばいになると同時に、決済事業者の交 渉 力 が
強くなることにより、最終的にはベネフィットは減少す る と 考
えられる。決済事業者に関しては、加盟店同様に最初は加盟店数の増加に伴っ
てベネフィットも一旦増加するが、ポイントの流出量も拡大し、横ばいになる
と考えられる。しかし、ここからさらに加盟店数を増やすことができれば、ベ
ネフィットが再び増加すると考えられる。つまり、共通ポイントサービスが標
準化され、独占状態になることである。共通ポイントサービスが標準化される
と圧倒的な顧客を獲得できると同時に加盟店に対する交渉力が増し、手数料収
入の拡大が見込まれ、第 6 章で述べたプロプライアタリー・スタンダードの状
況を作り上げることができる。しかし、共通ポイントサービスの標準化が可能
であろうか。次節ではその点を検証する。
協業による共通ポイントサービスの国内で一つ標準に収斂する可能第5節
性と大手共通ポイントサービス事業者が協業する可能性の検証
前節で述べた通り、ポイントサービス事業者にとって図 9-6 の右上の状態と
は、提供する共通ポイントサービスがポイントサービス市場において市場を独
占して独り勝ちの状況を作り出している状況を示している。つまり、共通ポイ
ントサービスの規格が標準化されたことを指しているが、この共通ポイントサ
ービスの標準化が可能であるかを本節では検証する。
標準には元来二つのタイプが存在する。デジュリ・スタンダードとデファク
ト・スタンダードである。デジュリ・スタンダードとは公的な標準化機関が認
証した規格の事を言い、デファクト・スタンダードとは山田によると「標準化
独占期
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機関の承認の有無に関わらず、市場競争の結果、事実上市場の体制を占めるよ
うになった規格」（山田,1993a）と定義されている。共通ポイントサービスの
場合、公的な標準化機関は存在しないため、デファクト・スタンダード化の可
能性を探ることになる。しかし、現状、共通ポイントサービス市場においては
圧倒的なリーダーは存在しない。、またポイントサービスにおいては加盟店数
が競争優位を生み出す源泉となるが、現状では競争優位を生み出すような大き
な差は見受けられない。また、その為、1 社によるデファクト・スタンダード
化は可能性が低いと考えられ、標準化を実現する為には、有力な大手企業同士
の共通ポイントサービスの合併が必須であると考えられる。山田によれば、上
市前に複数の企業が協議を通じて 1 つの規格を標準とすることを「コンソーシ
アム型標準」と呼称している。コンソーシアム型標準のメリットとしては、標
準化競争で負けた場合の損失や財務上のリスク、競合他社に後れを取る危険性
を回避できるといった点が挙げられる。上市後ではあるが、共通ポイントサー
ビスにおいてコンソーシアム型標準が可能か考察する。
現状の共通ポイントサービスにおいてコンソーシアム型標準を達成する為
には、T ポイント（T-MEDIA ホールディングス）、Ponta（ロイヤリティマーケ
ティング）、楽天スーパーポイント（楽天）、ｄポイント（NTT ドコモ）、WAON POINT
（イオン）といった発行量の多い共通ポイントサービスが合併の対象となる。
仮に上の 5 社が共通ポイントを合併した場合（ここでは合併した集団を共通ポ
イント連合と呼称する）について、参加企業のメリットとデメリットを検証す
る。共通ポイント連合が成立した場合、参加企業のメリットとしては、加盟店
数が飛躍的に拡大してポイントの価値が高まると同時に、無駄な加盟店獲得競
争を避け、加盟店に対する交渉力が向上するというメリットが考えられる。一
方、デメリットとしては、共通ポイントサービスが統合したとしても決済サー
ビスに関しては統合できない為、共通ポイント連合内で決済サービス同士の競
争は残る。共通ポイントサービスによる差異がない為、共通ポイント連合内で
自社の決済に誘引することは非常に難しく、激しい競争になることが予測され
る。また、新たな大手決済事業者が自社の共通ポイントを外部開放した場合、
共通ポイント連合の標準が崩れるリスクが考えられる。例えば、セブン＆アイ
や KDDI といった巨大な自社ポイントを抱えた企業がポイントを共通化して連
合を組んだ場合、市場に流通しているポイント数量のシェアが大きく変動する
ことが予測される。イオンやドコモという同業の競合企業を抱えている為に自
社陣営に取り込む事も難しいであろう。結局、一瞬は市場を独占する事は可能
であるものの、他のポイントサービス事業者も共通ポイント市場に参入して連
合を組むことが予測される為、独占状態は長続きしないと考えられる。以上の
ように考えると、ユーザーにとって共通ポイントサービス統合によるベネフィ
ットは非常に大きいが、ポイントサービス事業者にとっては連合を組む段階で
市場の覇権を握ることができない限りデメリットの方が大きく、現状では可能
性は低いと言って差支えないであろう。実際、決済やポイントビジネスに詳し
い外部のコンサルタントの意見としては、ある程度の顧客ベースがある企業で
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あれば、独自ポイントの方が自社の目的（囲い込み）に適っていると考えられ
ると回答しており、共通化したポイントサービスを大手の事業者同士が合併す
ることに関しては可能性が低いと見ている。
オンクレジット決済ビジネスの競争戦略第6節
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図 9-7
前節までの検証によって共通
ポイントサービスにおける独り
勝ちの実現に関しては、非常に難
易度が高いことが判明した。共通
ポイントサービスにおいては加
盟店数と顧客数が共に増加する
ネットワーク効果が働きやすく、
より多くの加盟店数を持った共
通ポイントサービス事業者が競
争優位を獲得する可能性が高い
が、これまで見た通り加盟店はよ
り多くの共通ポイントサービス
を導入した方が顧客の獲得につ
ながることから複数の共通ポイ
ントサービスを導入する為、加盟
店の数が単純に競争上の優位に
つながるとは考えにくい。では、
決済事業者はどういった戦略を実行すべきなのであろうか。それは本来の決済
サービスに立ち返り、改めて利便性を追求し、現金系決済から顧客を獲得する
ことを目指すべきであると考える。第 1 章で述べた通り、家計の最終消費支出
は 290 兆円の規模に対し、電子決済は 60 兆円程度であり、200 億円超の決済が
現金や銀行振込等で行われている。今後の市場の見立てでは、この現金決済を
行う層に対してもっと強力に働きかけていく必要があると感じる。現状、決済
事業者各社は加盟店の獲得に血眼になっている印象があるが、結果、手数料率
の価格競争に陥っている。日本総研によればクレジットカードの平均加盟店手
数料率は 2002年の 2.1％から 2014年には 1.3％に下落している。（図 9-7参照）
加盟店の引き下げ圧力が年々強まり、加盟店手数料率を下げざるを得ないクレ
ジットカード会社の苦境が現れている。この状況と同じことがオンクレジット
決済市場にも起きており、価格競争による決済のコモディティ化が進んでいる
と考えられる。この状況から抜け出す為にも、オンクレジット決済事業者は闇
雲に加盟店開拓に注力よりも決済自体の利便性向上により注力し、現金で決済
する消費者をオンクレジット決済サービスに誘導することが重要であろう。例
えば通信会社のキャリア決済はクレジットカード以外の請求手段を持つ事を
活用し、自分名義でクレジットカードを持つことができない（できたとしても
条件の厳しい）学生層を一部取り込んでいる。根強い現金決済の土壌の国内に
おいてデジタル端末に慣れ比較的決済手段についても柔軟な学生層にターゲ
ットを定め、そこに集中する事は有効な戦略の一つであろう。図 4-1 で示した
通り、オンクレジット決済事業者は本業で何千万人という巨大な顧客基盤を確
保している。しかし、顧客の中でも決済に関しては現金で支払っている方が大
半である。現在のオンクレジット決済事業者はオンクレジット決済業界内での
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拡張を狙うか、自社内への囲いこみを狙うかのどちらかを戦略の前提にしてい
るように思われる。しかし、ここまでで見てきたように、オンクレジット決済
事業者同士で競争をしても小さい市場の中での争いであり、得られる収益は限
られている。筆者自身が大手通信事業者のオンクレジット決済事業部門に所属
するが、競合も含めて決済の利便性をより上げる等のコアベネフィットでの競
争ではなく、ポイント等の付随サービスでの競争に注力し現金決済から顧客を
大胆に奪おうと言う意識が弱いように感じられる。オンクレジット決済事業者
の成長戦略の鍵は、ここでのパラダイムシフトではないだろうか、つまりオン
クレジット決済サービスが本来持つ利便性を軸に、現金決済に慣れた消費者を
取り込む事による収益拡大の機会に重点を置くことである。その為には現金決
済に慣れた消費者を誘引する為に決済の利便性を追求することが、オンクレジ
ット決済事業者が最優先で取り組むべき事であろう。
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第10章 最後に 本研究の成果と限界
本研究の成果第1節
本研究の成果としては、4 点挙げられる。1 点目は決済市場の中からオンクレジッ
ト決済市場という新たな市場を規定したことである。オンクレジット決済はクレジッ
トカードも含めた形で電子決済市場と分類され、クレジットカードと一緒に研究され
ることが多かったが、本研究においてはクレジットカードを一つのプラットフォーム
と捉えたことにより、電子決済市場とは異なる市場を規定することに成功した。また、
市場が正確に規定されたことにより、戦略パレットや 5Force を用いた業界分析によ
って市場の特徴を把握することが可能となった。2 点目は従来加盟店と消費者を媒介
するプラットフォームビジネスとして分類される決済ビジネスにおいて、オンクレジ
ット決済市場はプラットフォームビジネスとは異なる特徴を示していることを明らか
にしたことである。具体的に述べると、プラットフォームビジネスは１つのプラット
フォーマーが市場を独占し、補完事業者や買い手である顧客に対して非常に強い交渉
力を持つケースが多いが、オンクレジット決済市場においては異業種からの参入した
多数の事業者が乱立状態にあり、補完事業者である加盟店を含めた経済圏同士の乱戦
状態であることを明らかにした。3 点目は経済圏同士の乱戦状態であるものの、加盟
店が複数の決済サービスを導入している為に、経済圏の重なり合う部分が多い為、顧
客と加盟店をロックインできていない現状を示した。最後の 4 点目は共通ポイントサ
ービスが従来の自社単独ポイントとは役割が異なり、新規顧客獲得の為のツールにな
っていることを明らかにしたことである。それにより、加盟店は複数の共通ポイント
サービスを導入する方が新規顧客拡大の機会が増加する為、こちらに関しても顧客と
加盟店のロックインが成立せず、多数乱戦の状況が続くことを示すことができたと考
える。以上の分析結果から、改めて決済サービスが本来持つ利便性という機能に注力
し、オンクレジット決済事業者は現金決済から顧客を誘導することに注力すべきであ
るということを述べた。今後は具体的にどのような機能でどういった顧客を現金決済
から取り込むのかを実行フェーズに落としていく事が課題である。決済の機能と対象
となるターゲット層、そのターゲット層に合致した加盟店の開拓という一貫した戦略
実行が必要である。
本研究の限界第2節
本研究ではオンクレジット決済市場をクレジットカードのプラットフォーム上で
展開される決済ビジネスの市場と定義したが、クレジットカードが今後も決済市場に
おいて高いシェアを維持することを前提としている。したがって、決済市場における
クレジットカードのシェアが大きく減少するような事象が万が一発生した場合には、
オンクレジット決済市場自体が成立しなくなり、多くの事業者が撤退する可能性が高
い。また、本研究では日本国内の消費者が日本国内の事業者の商品やサービスを購入
する際の決済手段を念頭に置いている。その為、今後日本国内の消費者が海外の商品
を購入する割合が高くなった場合には、海外事業者の決済サービスが高いシェアを握
り、国内の決済事業者が事業を撤退するということも可能性として考えられるが、直
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近 5 年間ではそこまで大きな変化は起きないと考えて執筆している。最後に本研究で
実施したアンケート調査についてであるが、主な対象者を早稲田大学ビジネススクー
ルの学生としたため、比較的お金に余裕のある消費者が回答している。その為、クレ
ジットカードの利用がやや高い傾向にあると考えられる。また、地域も関東圏に集中
し、性別、年代も 30~40 代の男性に集中している為、Suica など前払い式電子マネー
の利用が高い結果が得られたと推察される。アンケート調査として性別、年代、地域
等人口動態に合わせた割付を行っていないが、人口動態に合わせた対象者抽出、及び
割付を実施した場合には、違った結果が得られる可能性が考えられる。
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APPENDIX
●楽天社担当者へのインタビュー
①楽天の決済、及びポイントの競合はどの企業、サービスとお考えですか
T-ポイント、Ponta、nanaco、Waon などです。決済に関しては Apple Pay、SUICA、Paypal、
アリペイなど
②楽天スーパーポイントの狙いは「顧客データの収集」と「グループ内の顧客回遊」
と考えていますが、他に狙いはありますか。
→他に顧客の定着（リピート率の向上）が挙げられます。楽天市場、楽天トラベルを
はじめとした様々なサービスを提供し、すべてのサービスでポイントを使えるように
することによって、顧客の楽天に対する依存度を高めることができます。その中核を
担っているのが楽天スーパーポイントです。
③決済ビジネスにおいて楽天の強み
他社と比較して優位とお考えのところは何ですか？
楽天エコシステム（特に ichiba とかの購入データ）のデータを使う且つ銀行の決済デ
ータも 利用することで他金融機関よりは圧倒的なデータベースがあることが優位、で
すね。 、銀行は多分一番どの業種より優れている物だと思います（人が何をいつ、ど
こで買っている・売っているかわかるので。 それに加えて、具体的にどんなお店でど
んな商品を買っているかが分かる→楽天市場、旅行するときに、どこに旅行に行って、
旅行先で何にお金を使っている→楽天トラベル
④楽天スーパーポイントを共通化しておりますが、ポイントの外部流出は会社として
の懸念材料でしょうか。それとも現状は加盟店原資の流入の方が多いでしょうか。
→懸念ではないかと思います。ポイントを外部で使えることにすることによって、そ
こから手数料などはもらっているはずなので、間違いなく楽天の利益となっているか
なと思います。
⑤今後も加盟店開拓を積極的に進める方針でしょうか。それとも、開拓はある程度控
えてポイントの流出を抑える方針でしょうか。
→加盟店開拓は今後も継続していく予定だと思います。加盟店を増加させることによ
って、楽天と顧客の接点を増やし、新規開拓、リピート育成ができると思われます。
⑥将来の話として、楽天スーパーポイントを他のポイントと統合する可能性はありま
すでしょうか。
→これはちょっとわからないですが、可能性としてはなくはないかと思います。
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●セブンフィナンシャル社担当者へのインタビュー
①nanaco の決済の競合はどの決済サービスとお考えですか
→しいて具体的に上げるとしたら、最も競合的なのはイオン系列の WAON、続いて鉄
道系の決済サービスです。
②nanaco ポイント導入の狙いは「顧客データの収集」「プロフィットセンターとして
の役割」「グループ内の顧客回遊」と考えていますが、 他に狙いはありますか。
→セブン＆アイグループ全体のレジ周りの効率化も狙いの一つでした。レジで小銭
を補充する回数、釣銭を間違えるリスクの減少を目指しました。
③nanaco ポイントを共通化し、外部に開放する可能性、もしくは検討したことはあり
ますか。
→当グループはコンビニ、デパート、専門店、オムニチャネル（オムニセブン）ま
ですべての小売業態を持っているので、外部に開放することは検討してきませんでし
た。ただ、今回提携が決まった阪急デパートさんとはポイントの共通化を検討する可
能性があります。
※参考記事： https://thepage.jp/detail/20161006-00000012-wordleaf
④現在 nanaco ポイントを共通化してない理由は何ですか。ポイントの流出を懸念され
ていますか？
→大いに懸念しています。セブン＆アイグループのリアル店舗と、オムニチャネル
の内ですべての購買行動を完結していただくことを目指しています。（残念ながら「オ
ムンセブン」は現在のところ予想を下回る成長ですが。）
⑤決済ビジネスにおいて nanaco の強み、他社と比較して優位なところは何ですか？
→ニワトリと卵の話になってしまいますが、結果として発行枚数、決済回数ともに
増加していますので、nanaco の知名度は大きな強みになっています。また、一番重要
なのは、競合他社の動向を気にするよりも、お客様が「決済サービス」という機能に
何を求めているか、Fintech によってこれから決済サービスはどのように変わってい
くか、という環境の変化に対応していくことだと考えています。
